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第１章

p8

インボイスの実務に対応するため、インボイスとはなにか、
インボイス制度とはどういうものか、基本的な事項を確認しておきましょう。

　インボイスʹʮద֨੥ٻ書ʯは、取Ҿのとき、ඞ要なものをߪ入する 買い⼿  と、
ͦれをചる 売り⼿  でやり取りします。ʮඞ要なものʯは෺඼だ͚でなく、サーϏス
などもؚまれます。 買い⼿  は、͜のインボイスがないとফ費税の࢓入税額߇আを受
͚る͜とができません。※

※ インボイスにඞ要な事߲がࡌهされ、取Ҿ相⼿が発行した੥ٻ書等をอଘする͜とで࢓入税額߇আを受͚られま
す。ただし、؆қ՝税事業者の৔߹をআきます。

　インボイスʹʮద֨੥ٻ書ʯを発行したり、受͚取ってอଘしたりするルール、ʮద
֨੥ٻ書等อଘํࣜʯの͜とです。

インボイスとインボイス制度

インボイスって何？

インボイス制度って何？

1-1

売り⼿買い⼿

売り⼿ 買い⼿

事業者は 買い⼿  にも 売り⼿
にもなりಘます。

インボイスを
発行します。

インボイスを
発行して
ください。

第１章

p8

第１章

p8
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　インボイスは、ʮద֨੥ٻ書発行事業者ʯ（インボイス登録事業者）
しか発行できません。ͦのたΊには税຿ॺに՝税事業者として、ਃ
੥をし、登録をしな͚ればなりません。
　登録⼿続きはྩ࿨3年10݄1೔から࢝まっています。税຿ॺ΁の
⼿続きにͭいては、4〜10ϖージをࢀরしてください。

売り⼿ となる場合ˠ ؆қ՝税੍౓をબ୒してい
て、一ൠফ費者のみに販ചしているなら、Өڹはগ
ないとߟえられます。しかし、ച上ઌにফ費税をೲ
税している事業者がある৔߹は、インボイスの発行
をٻΊられるなどのӨڹがあります。

売り⼿ となる場合ˠ 免税事業者はインボイスの発
行やอଘなどのඞ要はありませんが※2、ച上ݮগなど
の可ೳੑがあるので、Өڹがないとはݴえません。※3

買い⼿ となる場合ˠ 免税事業者はインボイスの発
行をٻΊるඞ要はありません。
※2 ただし、ॴಘ税๏や๏ਓ税๏上はอଘがඞ要です。
ຊతには、免税事業者のままでインボイス੍౓スタート後もج 3※

ೲ入ઌにফ費税を੥ٻできればスタート前と⼿取り⾦額はมΘ
りません。しかし、ফ費税を੥ٻしない৔߹は、ͦの分⼿取り
⾦額がগなくなる͜とになります。

買い⼿ となる場合ˠ ফ費税ೲ税にはみなし࢓入
率※1を用いるので、࢓入れにかかるインボイスはඞ
要ありません。※2

※1 20ϖージࢀর

インボイス੍౓は 売り⼿  にも 買い⼿  にもӨڹを༩えるたΊ、΄΅す΂ての事業
者にؔΘりがあります。

インボイス制度に関わるのはどんな事業者？

インボイスを発行するには？

簡易課税を選択していても関係あり？

免税事業者なら関係ないでしょ？

p9_1
p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

p9_1
p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2
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仕入税額控除は納付する消費税を計算する際の仕組みです。
理解を深めるために消費税の負担と納付、試算方法を確認しておきましょう。

では、՝税ച上ࠂるফ費税ʯの͜と。ফ費税のਃ܎入れ等に࢓入税額は、ʮ՝税࢓　
に܎るফ費税額から、͜れを߇আして計算します。ੜ࢈やྲྀ௨で支෷いのたͼに発ੜ
するফ費税のೋॏ՝税をղফするたΊのํ๏です。

仕入税額控除のおさらい

消費税の負担と納付の仕組み

ૉ޻ࡐ場 ੜ産޻場 販売ళ ফඅ者

 ［売上］
1,000円

 ［消費税］
100円

 ［納付税額］
100円

 ［負担税額］
300円

 ［納付税額］
200円－
100円
＝100円

 ［納付税額］
300円－
200円
＝100円

 ［売上］
2,000円

 ［消費税］
200円

 ［仕入］
1,000円

 ［消費税］
100円

 ［仕入］
2,000円

 ［消費税］
200円

 ［購入］
3,000円

 ［消費税］
300円

 ［売上］
3,000円

 ［消費税］
300円

1-2
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　税ࠐදࣔの決算書では、࣍のํ๏でೲ෇するফ費税がࢼ算できます。

納税する消費税の試算

˔ຊଇ՝੫のࢼ算

˔؆қ՝੫のࢼ算

※৯料඼等でܰݮ税率�ˋの৔߹は、★の਺஋が�/10�となります。

※৯料඼販ച等でܰݮ税率�ˋの事業者は、★が�/10�となります。
※みなし࢓入率 Էച業：�0ˋ、⼩ച業：�0ˋ、੡଄業ɾݐઃ業等：�0ˋ、ҿ৯業等：�0ˋ、
　ӡ༌௨৴ɾ⾦༥ɾอݥɾサーϏス業：50ˋ、ෆಈ࢈業：40ˋ
※20ϖージࢀর

売্ߴ

売্ߴ Έなし仕⼊཰

売্ݪՁ ྉڅ
ࣾձอݥྉ

อݥྉ
ે੫ެ՝౳販؅අ

1

1�
11�

★

1�
11�

★
p9_1

p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

ফ費税をೲ෇するとき、
ച上等で発ੜするফ費税
から支෷ったফ費税をҾ
く͜とをʮ࢓入税額߇আʯ
といいます。

最ऴతなফ費者が、શମ
のফ費税をෛ୲します。
੡଄者や販ച者は、最ऴ
ফ費者に୅Θってফ費税
をࠃにೲ෇しています。

1�
11�

★
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免税事業者については、事業者が「登録するかどうかを判断する」こととなり、下の
チャートのような選択肢が考えられます。自分に当てはめて、フローチャートでチェ
ックしてみましょう。
登録しない場合には、自社の取引にどのような影響があるか、あらかじめ考えておく
必要があります。※インボイスの登録は೚ҙで、੍ڧするものではありません。

免税事業者が登録を判断するフローチャート
1-3 

登録しない場合、
免税事業者のまま
いることも可能

　売上高に業種に応じたみなし仕入率を乗じ
て、納税する消費税額を算出します。仕入時
に支払った消費税額は影響しません。

簡易課税※

　売上高に対する消費税額から仕入れ等
にかかる消費税額を差し引いて納税する
消費税額を算出します。

本則課税

取引相手は
事業者が中心

登録申請の
検討が必要

YES
NO

登録申請
不要

登録するか選択する
現在、免税事業者が、登録するかどうかの判断基準は次の３点です。

˔ 取Ҿ先とのؔ܎ɹ˔ 売্ߴのݮগの可ೳੑɹ˔ ফඅ੫のೲ੫ֹ

登録する場合、
２つの選択肢があります

売上が1,000万円以下でも、
インボイス発行事業者になると消費税の納税義務が生じます。

໔੫事業者がインボイス発⾏事業者となった場合、໿�೥ؒはೲ੫ֹが売্੫ֹの�割に
֬、ાஔをબ୒することがで͖ます（事લಧ出ෆཁݮされるෛ୲ܰݮܰ ఆਃ࣌ࠂにબ୒）。
※1�ϖージࢀর

取引相手は
一般消費者のみ

（ 登録は任意となります ）

現在、消費税の課税業者
消費税を申告納税している

（ 本則課税・簡易課税 ）

※20ϖージࢀর
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、ଇとして免税事業者がインボイス発行事業者になるにはݪ　
。の̎ͭの書ྨを税຿ॺ΁ఏग़するඞ要があります࣍

インボイス発行事業者となるための登録

※؆қ՝税をબ୒するʮফ費税؆қ՝税੍౓બ୒ಧग़書ʯとはҟなります。

˔登録೔͕ྩ࿨�೥1�݄1೔からྩ࿨11೥�݄3�೔·Ͱ
上記期間の属する課税期間においては、
A  ద֨੥ٻॻൃߦ事業者の登録ਃ੥ॻのみの提出でOKです。
事業年度の途中から登録することもできます。

˔登録೔͕ྩ࿨11೥1�݄1೔Ҏ߱
原則通り、
A  ద֨੥ٻॻൃߦ事業者の登録ਃ੥ॻと
B  ফඅ੫՝੫事業者બ୒ಧग़ॻの提出が必要です。

　登録申請をしてインボイス発行事業者登録簿に登録されると、登
録通知が届きます。申請してから登録通知が届くまでの期間は、そ
のときの登録申請書の提出状況により異なります。登録されると、
国税庁の適格請求書発行事業者公表サイトに掲載されます。
登録の効力開始は通知を受けた日ではなく登録日です。

　このため、登録日から登録通知を受け取るまでに区分記載請求書
等を発行済みの場合、登録者番号などの必要事項を書面で通知すれ
ば、改めてインボイスを発行しなくてもOKです。

ద֨੥ٻॻൃߦ事業者の登録ਃ੥ॻA

ফඅ੫՝੫事業者બ୒ಧग़ॻB

A B

ඞཁ ඞཁなし

A B

྆ํඞཁ

p9_1
p9_2p9_3

p11p12_1p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

登録௨஌と登録のޮྗ։࢝
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インボイス制度を機に免税事業者がインボイス発行事業者となる場合、令和5年10月
1日から約3年間の課税期間、売上税額の2割を納税額とすることができます。

免税事業者がインボイス発行事業者
となった場合の納税額の特例措置

1-4 

ຊଇ՝੫の場合 ؆қ՝੫の場合 ಛ例の場合
70万円－30万円

4́�ສԁ
70万円－35万円※

3́�ສԁ
※サーϏス業のみなし࢓入率は
50ˋのたΊ、�0万円ʷ50ˋ
※20ϖージࢀর

70万円×2割
1́4ສԁ

仕入税額控除30万円ച
্
ͷ
ফ
අ
੫
ֹ
70
ສ
ԁ

みなし仕入率による
仕入税額控除35万円

特例適用による
仕入税額控除56万円

4�ສԁ
（ೲ੫ֹ） 3�ສԁ

（ೲ੫ֹ） 14ສԁ
（ೲ੫ֹ）

第４章

p42_1
P42_2 P42_3 p43_1

p43_2
p43_3

͜のಛྫをద用すれば、ച上ɾ収入を
税率（�ˋɾ10ˋ）ごとに೺Ѳするだ
͚でਃࠂ書が作成できます。
事前のಧग़もෆ要です。確ఆਃࠂの࣌
にಛྫをద用するかど͏かをબ୒して、
確ఆਃࠂ書にࡌهすれば0,です。

　ྩ࿨5年10݄1೔〜ྩ࿨�年�݄30೔をؚΉ՝税ؒظ
までが対৅ࠂからྩ࿨�年分のਃࠂਓ事業者は、ྩ࿨5年10݄〜12݄のਃݸ※ 　

　ച上：�00万円（ফ費税額�0万円）
߹費：300万円（ফ費税額30万円）※サーϏス業　の৔ܦ　

対象期間

納税額の計算例

18



免税事業者がインボイス発行事業者となり、納税額の特例を適用したのち簡易課税を
選択する場合の例をご紹介します。
例）サービス業の個人の場合　課税期間：1月1日～12月31日

免税事業者がインボイス発行事業者と
なった場合の申告納税シミュレーション

1-� 

p44 p45

p46 p47_1

p47_2

p48 p49

ظ࣌

令
和
５
年
分

令
和
６
年
分

令
和
７
年
分

令
和
８
年
分

令
和
９
年
分

ܾ算ɾਃࠂ౳ ೲ੫のܗଶ ܾ算಺༰ʗೲ੫ֹの計算例
ద֨੥ٻ書等発行事
業者として登録
決算

ྩ࿨5年౓確ఆਃࠂ、
ফ費税ೲ税

決算

ྩ࿨�年౓確ఆਃࠂ、
ফ費税ೲ税

決算

ྩ࿨�年౓確ఆਃࠂ、
ফ費税ೲ税

決算

ྩ࿨�年౓確ఆਃࠂ、
ফ費税ೲ税

決算

ྩ࿨�年౓確ఆਃࠂ、
ফ費税ೲ税

免税ˠ՝税

ྩ࿨5年1〜�݄免税

ྩ࿨5年10〜12݄՝税
（ಛྫをબ୒）

ྩ࿨�年1〜12݄՝税
（ಛྫをબ୒）

ྩ࿨�年1〜12݄՝税
（ಛྫをબ୒）

　ʮফ費税؆қ՝税੍౓બ୒
ಧग़書ʯをఏग़※2

ྩ࿨�年1〜12݄՝税
（ಛྫをબ୒）

ྩ࿨�年1〜12݄՝税
（؆қ՝税をબ୒）

ྩ࿨5年10݄

ྩ࿨5年12݄

ཌ年3݄

ྩ࿨�年12݄

ཌ年3݄

ྩ࿨�年12݄

ཌ年3݄

ྩ࿨�年12݄

ཌ年3݄

ྩ࿨�年12݄

ཌ年3݄

ച上：500万円（ফ費税額50万円）
費：100万円（ফ費税額10万円）ܦ
ച上：200万円（ফ費税額20万円）
費：50万円    （ফ費税額5万円）ܦ

ಛྫをબ୒
ೲ税額：20万円ʷ2ׂʹ4万円

߹қ՝税の৔؆（ߟࢀ）
　　　 20万円ʵ10万円※1ʹ10万円

ച上：�00万円（ফ費税額�0万円）　
費：150万円（ফ費税額15万円）ܦ

ಛྫをબ୒
ೲ税額：�0万円ʷ2ׂʹ14万円

߹қ՝税の৔؆（ߟࢀ）
　　　 �0万円ʵ35万円※1ʹ35万円

ച上：�00万円（ফ費税額�0万円）　
費：150万円（ফ費税額15万円）ܦ

ྩ࿨�年分とಉ༷

ച上：�00万円（ফ費税額�0万円）　
費：150万円（ফ費税額15万円）ܦ

ྩ࿨�年分とಉ༷

ച上：�00万円（ফ費税額�0万円）　
費：150万円（ফ費税額15万円）ܦ

؆қ՝税をબ୒
ೲ税額： �0万円ʵ35万円※1ʹ35万円

ྩ࿨�年�݄30೔をؚΉ՝
税ؒظまでಛྫをબ୒で
きます。

※1　؆қ՝税をબ୒する
と、みなし࢓入率がద用さ
れます。サーϏス業のみな
し࢓入率は50ˋのたΊ、
20万円ʷ50ˋʹ10万円、
�0万円ʷ50ˋʹ35万円
※20ϖージࢀর

※2「消費税簡易課税制度選択届出書」は納税額の特例の取り扱い
が終了する令和8年9月30日を含む課税期間までなら、いつ提出し
てもOK。提出の有無に関わらず、この期間は2割の特例を適用す
ることができます。
法人の場合は、決算後2か月以内に消費税の申告納税を行います。
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Column

免税事業者がインボイス登録事業者と
なり簡易課税を選択する場合

　ຊདྷ、؆қ՝税をબ୒する৔߹には、՝税ؒظの前೔
までにʮফ費税؆қ՝税੍౓બ୒ಧग़書ʯを税຿ॺ΁ఏ
ग़するඞ要がありました。
　しかし、インボイス੍౓の開࢝にΑり、免税事業者が
インボイス登録事業者となり、؆қ՝税をબ୒する৔߹、
ྩ࿨5年10݄1೔からྩ࿨11年�݄30೔のଐする՝税ظ
ؒに͓いては、؆қ՝税のద用を受͚Α͏とする՝税ظ
ؒ中にఏग़すれば0,です。
　՝税ؒظの్中からの登録が認Ίられるので、؆қ՝
税も՝税ؒظの్中からでྑい͜とになります。

簡易課税制度では、課税売上に係る消費税額に税法上定められた「みなし仕入率」
を乗じて計算します。みなし仕入率は業種別に定められています。

●卸売業…………………………………………90％
●小売業…………………………………………80％
●製造業・建設業等……………………………70％
●飲食業等………………………………………60％
●運輸通信・金融・保険・サービス業………50％
●不動産業………………………………………40％

簡易課税制度を選択できるのは、前々事業年度の
課税売上高が5,000万円以下の事業者です。

؆қ՝੫ͬてԿ？

登録日から事業年度終了の日（個人事業主の場合は12月31日）までの課税売上を
もとに、みなし仕入率を用いて計算します。登録日の前日までの売上は免税となる
ので、注意が必要です。

ফඅ੫の計算

 ʦ法⼈の場合ʧ一般的には事業年度終了の日から２か月以内
 ʦ個⼈の場合ʧ翌年３月31日まで

ਃݶظࠂとೲ෇ݶظ

p9_1
p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

p9_1
p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2
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